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１ 概     要 
 

（１）林業の主要指標 
 

№ 指 標 単 位 数 量 比率％ 摘   要 

［１］ 森 林 面 積 ha 634,430  65.8 ［１］/総土地面積(9,645.95km2) 

［２］ 森 林 蓄 積 千ｍ3 127,949  -  

［３］ 民 有 林 面 積 ha 238,467  37.6 ［３］/［１］（公有林を含む） 

［４］ 国 有 林 面 積 ha 395,963  62.4 ［４］/［１］（官行造林を含む） 

［５］ 公 有 林 面 積 ha 43,336  18.2 ［５］/［３］民有林 

［６］ 民 有 林 蓄 積 千ｍ3 53,615  41.9 ［６］/［２］ 

［７］ 保 安 林 面 積 （ 民 ） ha 51,071  21.4 ［７］/［３］民有林 

［８］ 県 営 林 面 積 ha 14,848  6.2 ［８］/［３］ 

［９］ 県 有 林 面 積 ha 549  0.2 ［９］/［３］ 

［10］ 人工林面積（国＋民） ha 263,459  41.5 ［10］/［１］ 

［11］ 人 工 林 面 積 （ 民 ） ha 131,137  55.0 ［11］/［３］ 

［12］ 針葉樹林面積（民） ha 144,535  60.6 ［12］/［３］ 

［13］ 造 林 面 積 ha 475  - 令和 4 年度実績 民有林 

 （うち樹下植栽）  (23)   

［14］ 素 材 生 産 量 千ｍ3 1,156  - 令和 3 年次 

［15］ 木 炭 生 産 量 トン 23  - 令和 4 年次 

［16］ 外 材 入 荷 量 千ｍ3
 3  0.25 ［16］/総供給量 1,193（令和 3 年次） 

［17］ し い た け 生 産 量 トン 206  - 生しいたけ（令和 4 年次） 

［18］ 製 材 工 場 数 工場 64  - 令和 3 年次 

［19］ 治 山 施 設 箇所 71  - 令和 4 年度実績 

［20］ 既 設 林 道 km 1,202  - 令和 3 年度末 

［21］ 林 道 密 度 ｍ/ha 5.0  - 令和 3 年度末 

［22］ 林 業 経 営 体 数 経営体 678  - 2020 年農林業センサス 

［23］ 森 林 組 合 数 組合 12  - 令和 4 年度末 

［24］ 林 業 研 究 グ ル ー プ グループ 15  - 令和 5 年 4 月 1 日現在 

［25］ 緑 の 少 幼 年 団 数 団 37  - 令和 5 年 5 月 31 日現在 
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（２）森林面積及び蓄積

　ア　国民別森林面積及び蓄積

面積 比率 蓄積 比率 面積 比率 蓄積 比率

（千㏊） （％） （百万㎥） （％） （㏊） （％） （千㎥） （％）

25,048 100.0 5,242 100 634,430 100.0 127,949 100

国 有 林 7,574 30.2 1,207 23.0 393,927 62.1 73,973 57.8

官 行 造 林 85 0.3 19 0.4 2,036 0.3 361 0.3

民 有 林 17,389 69.5 4,016 76.6 238,467 37.6 53,615 41.9

※　単位は全国千ha、百万ｍ3、青森県：ha、千ｍ3

※　全国は平成29年3月31日時点　「森林資源の現況」（林野庁）による。青森県は令和５年4月1日現在

 

　　（ア）　面積

　　（イ）　蓄積

青　　　森　　　県

内
 
訳

全　　　　　　　　国

森 林

区　分

国有林

30.2％

官行造林

0.3％

民有林

69.5％

全 国

国有林

62.1％

官行造林

0.3％

民有林

37.6％

青 森 県

国有林

23.0％

官行造林

0.4％

民有林

76.6％

全 国

国有林

57.8％

官行造林

0.3％

民有林

41.9％

青 森 県
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　イ　青森県の樹種別森林面積及び蓄積

　　（ア）　民有林樹種別面積

面積（ha） 比率（％）

238,467 100.0

総 数 144,535 60.6

ス ギ 94,891 39.8

ア カ マ ツ 31,084 13.0

ク ロ マ ツ 9,063 3.8

ヒ バ 3,272 1.4

カ ラ マ ツ 6,119 2.6

その他針葉樹 105 0.1

86,403 36.2

7,265 3.0

265 0.1

　　（イ）　民有林樹種別蓄積

蓄積（千ｍ3） 比率（％）

53,615 100.0

総 数 42,293 78.9

ス ギ 31,398 58.6

ア カ マ ツ 7,053 13.2

ク ロ マ ツ 2,063 3.8

ヒ バ 259 0.5

カ ラ マ ツ 1,507 2.8

その他針葉樹 13 0.0

11,322 21.1

種 別

総 数

針

葉

樹

広 葉 樹

広 葉 樹

総 数

種 別

針

葉

樹

無 立 木 地

更 新 困 難 地

スギ

39.8％

アカマツ

13.0％

クロマツ

3.8％

ヒバ

1.4％

カラマツ

2.6％

その他

針葉樹

0.1％

広葉樹

36.2％

無立木地

3.0％

更新

困難地

0.1％

スギ

58.6％アカマツ

13.2％

クロマツ

3.8％

ヒバ

0.5％

カラマツ

2.8％

その他

針葉樹

0.0％ 広葉樹

21.1％
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　　（ウ）　国有林樹種別面積

面積（ha） 比率（％）

393,927 100.0

総 数 188,112 47.8

ス ギ 99,153 25.2

ア カ マ ツ 13,395 3.4

ク ロ マ ツ 5,111 1.3

ヒ バ 49,938 12.7

カ ラ マ ツ 14,454 3.7

その他針葉樹 6,061 1.5

181,544 46.1

24,271 6.2

※　官行造林は除く

　　（エ）　国有林樹種別蓄積

蓄積（千ｍ3) 比率（％）

73,973 100.0

総 数 39,590 53.5

ス ギ 20,392 27.6

ア カ マ ツ 2,322 3.1

ク ロ マ ツ 888 1.2

ヒ バ 13,197 17.8

カ ラ マ ツ 2,273 3.1

その他針葉樹 519 0.7

34,383 46.5

※　官行造林は除く

※　無立木地、除地の蓄積を広葉樹に加算

　　した

広 葉 樹

種 別

総 数

種 別

総 数

広 葉 樹

未 立 木 地 等

針

葉

樹

針

葉

樹

スギ

25.2％

アカマツ

3.4％

クロマツ

1.3％
ヒバ

12.7％

カラマツ

3.7％
その他

針葉樹

1.5％

広葉樹

46.1％

未立木地等

6.2％

スギ

27.6％

アカマツ

3.1％

クロマツ

1.2％

ヒバ

17.8％

カラマツ

3.1％

その他

針葉樹

0.7％

広葉樹

46.5％
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　　（オ）　樹種別蓄積（国有林＋民有林＋官行造林）

蓄積（千ｍ3） 比率（％）

127,949 100

82,228 64.3

51,965 40.6

12,379 9.7

13,456 10.5

3,897 3.0

531 0.4

45,722 35.7

2,061 1.6

16,041 12.5

27,619 21.6

※　無立木地、除地の蓄積を広葉樹に加算

　　した

　　（カ）　国有林野の地元利用面積
（単位　面積：ha、比率：％）

※　資料：令和２年東北森林管理局事業統計書（令和元年度版）令和2年4月1日現在

49.6

比　　　　　　　　率

　　　　－　　　　　　　

面　　　　　　　　積

394,032

195,469

7,276

小 計

ス ギ

マ ツ 類

ヒ バ

カ ラ マ ツ

その他針葉樹

小 計

11,688 3.0

44.8

1.8

区 分

総 国 有 林

地 元 利 用

地
元
利
用
区
分

分 収 造 林

共 用 林 野

貸 付 使 用 地

176,504

種 別

針

葉

樹

広

葉

樹

総 数

ブ ナ

その他広葉樹

ナ ラ 類

スギ

40.6％

マツ類

9.7％

ヒバ

10.5％

カラマツ

3.0％

その他

針葉樹

0.4％

ナラ類

1.6％

ブナ

12.5％

その他

広葉樹

21.6％

広葉樹
35.7％

針葉樹
64.3％
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（３）木材需要動向 
ア 林業産出額 

（単位 1,000 万円） 

  区分 

 

 年次 

林    業 

産 出 額 

木  材  生  産 
薪炭生産 

栽培きのこ

類 生  産  

林野副産物 

採    取 

生産林業

所  得 計 針 葉 樹 広 葉 樹 

 63 2,924 2,642 － － 6 275 1 2,075  

H 1 3,031 2,742 － － 6 278 6 2,166  

  2 3,064 2,761 2,086 675 7 288 8 2,187  

  3 2,759 2,453  1793 660 8  294  4  1,962  

  4 2,425 2,146  1696 450 7  268  4  1,715  

  5 2,442 2,163  1757 406 7  264  8  1,746  

  6 2,482 2,253  1924 329 7  221  1  1,774  

  7 2,290 2,083  1,738 345 7  199  1  1,639  

  8 2,531 2,326  1991 335 8  193  4  1,780  

  9 1,979 1,792 1,470 322 6 180 0 1,405 

 10 1,487 1,307 1,090 217 6 174 0 1,071 

 11 1,492 1,342 1,163 179 5 145 0 1,078 

 12 1,350 1,218 1,040 178 4 128 1 961 

 13 1,200 1,070 929 141 3 127 0 851 

 14 963 832 708 125 4 127 0 682 

 15 882 755 650 106 4 122 0 625 

 16 775 667 560 107 4 103 0 549 

 17 713 628 545 83 3 80 0 497 

 18 680 589 520 69 4 86 0 468 

 19 672 594 528 66 4 74 0 457 

 20 707 615 530 85 5 87 0 467 

 21 603 535 454 81 6 62 0 400 

 22 678 609 545 63 5 64 0 452 

 23 797 728 687 40 6 63 0 535 

 24 811 756 704 52 4 51 0 547 

 25 930 874 821 53 3 53 1 629 

 26 1,018 967 913 53 3 48 1 632 

 27  979 932 859 73 3 43 1 － 

 28 1,003 966 893 73 2 35 0 － 

 29 911 866 792 74 2 36 7 － 

 30 993 945 872 73 2 34 12 － 

R 1 1,044 1,000 927 73 2 31 11 － 

R 2 964 922 857 65 2 29 11 － 

R 3 1,087 1,039 987 51 1 36 12 － 

※ 生産林業所得は、Ｈ27 より非公表             出典：生産林業所得統計（農林水産省） 
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イ 素材生産量（令和 3 年次）                 （単位 千ｍ3） 

区     分 総   数 製 材 用 合 板 用 木材チップ用 針 葉 樹 広 葉 樹 

総          数 1,156 360 397 399 1,109 47 

出典：木材統計調査（農林水産省）及び林政課調べ 

ウ 外材輸入量：通関実績（令和 4 年次） 
（単位 ｍ3） 

区     分 総  数 青 森 港 八 戸 港 

総     数 
12,009 

(10,610) 
- 

12,009 

(10,610) 

南  洋  材 
21  

(21) 
- 

21  

(21) 

米     材 
3,519  

(2,320) 
- 

3,519  

(2,320) 

北  洋  材 
352  

(352)  
 - 

352  

(352)  

そ  の  他 
8,117  

(7,917) 
- 

8,117  

(7,917) 

※ （ ）書きは製材品で内数                     出典：貿易統計（財務省）

エ 素材需要量（令和 3 年次） 

（単位 千ｍ3） 

区   分 総   数 国 産 材 外   材 

総 数 860 857 3 

製 材 用 … … … 

木材チップ用・合(単)板 … … … 

       出典：木材統計調査（農林水産省）及び林政課調べ 

 

オ 木材加工施設 
 

（ア） 製材工場（令和 3 年 12 月 31 日現在） 
 

動 力 出 力 階 層 工  場  数 

7.5 ～  75.0 KW 27 

75.0 ～  300.0 23 

300.0 KW 以上 14 

計 64 

総 出 力 数 9,203kW 

出典：木材統計調査（農林水産省） 

（イ） 木材チップ工場（令和 3 年 12 月 31 日現在） 
 

製  材  兼  営 14 

専        業 7 

計 21 

出典：木材統計調査（農林水産省） 
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（ウ） 合（単）板工場（令和 3 年 12 月 31 日現在） 
 

工    場    数 1 

出典：林政課調べ           

（エ） 集成材工場（令和 3 年 12 月 31 日現在） 
 

工    場    数 3 

出典：林政課調べ           
（オ） ＬＶＬ工場（令和 3 年 12 月 31 日現在） 

 

工    場    数 2 

出典：林政課調べ           
  （カ） ヒバ油抽出工場（令和 3 年 12 月 31 日現在） 
 

工    場    数 2 

                                               出典：林政課調べ 
 
 

（４）保有山林面積規模別経営体数 

 
 

 
 
 
 
 
（５）保有山林面積規模別林家数          単位：戸（％）  

注）保有面積 1.0ha 以上の林家数           出典： 2020 年農林業センサス  
 

1～ 3 

ha 

未満  

3～  

5ha 

5～  

10ha 

10～  

20ha 

20～  

30ha 

30～  

50ha 

 

50～  

100ha 

100～  

500ha 

500～  

1,000

ha 

1,000 

ha 

以上  

 

合  計  

 

 

8,253 

(59.8) 

 

2,431 

(17.6) 

 

1,798 

(13.0) 

 

833 

(6.0) 

 

225 

(1.6) 

 

144 

(1.0) 

 

73 

(0.5) 

 

39 

(0.3) 

 

4 

(0.0) 

 

1 

(0.0) 

 

13,801 

(100) 

※ ここでいう経営体とは、権原に基づいて育林又は伐採（立木竹のみを譲り受けてする伐採を除

く。）を行うことができる山林（以下「保有山林」という。）の面積が 3ha 以上の規模の林業（育

林又は伐採を適切に実施するものに限る。）または、委託を受けて行う育林若しくは素材生産又

は立木を購入して行う素材生産の事業を行う者 

 

区 分  経営体数  

3ha 未満  28 

3～  5ha 119 

5～ 10ha 201 

10～ 20ha 141 

20～ 30ha 57 

30ha 以上  132 

計  678 

 出典：2020 年農林業センサス  

3ha未満

3～5ha

5～10ha10～20ha

20～30ha

30ha以上

 
-  9  -



（６）林業施策に係る地域指定状況        令和 5 年 4 月 1 日現在 

事業名（計画名） 
振興山村 過疎地域 半島地域 特別豪雪地帯 

県民局名 関係市町村 

東青 

青 森 市 ○（一部）   ○ 

平 内 町 ○ ○  ○ 

今 別 町 ○ ○ ○ ○ 

外 ヶ 浜 町 ○ ○ ○  

蓬 田 村 ○ ○ ○ ○ 

小 計 5 4 3 4 

中南 

弘 前 市 ○（一部） ○（一部）  ○（一部） 

黒 石 市 ○（一部）   ○ 

平 川 市 ○（一部） ○（一部）  ○（一部） 

大 鰐 町 ○（一部） ○   

西 目 屋 村 ○ ○  ○ 

小 計 5 4 － 4 

三八 

八 戸 市  特（一部）   

三 戸 町 ○（一部） ○   

五 戸 町  ○   

田 子 町 ○ ○   

南 部 町  ○   

階 上 町     

新 郷 村 ○ ○   

小 計 3 6 － － 

西北 

五 所 川 原 市 ○（一部） ○ ○ ○（一部） 

つ が る 市  ○ ○  

鯵 ヶ 沢 町 ○（一部） ○  ○ 

深 浦 町 ○ ○   

板 柳 町  ○ ○  

鶴 田 町  ○ ○  

中 泊 町 ○（一部） ○ ○  

小 計 4 7 5 2 

上北 

十 和 田 市  ○（一部）  ○（一部） 

三 沢 市     

野 辺 地 町  ○ ○ ○ 

七 戸 町 ○（一部） ○   

六 戸 町     

横 浜 町 ○ ○ ○  

東 北 町  ○ ○（一部） ○（一部） 

お い ら せ 町     

六 ヶ 所 村   ○  

小 計 2 5 4 3 

下北 

む つ 市 ○（一部） ○（一部） ○  

大 間 町  ○ ○  

東 通 村 ○ 特 ○  

風 間 浦 村 ○ ○ ○  

佐 井 村 ○ ○ ○  

小 計 4 5 5 － 

合     計 23 市町村 31 町村 17 市町村 13 市町村 

※ 振興山村は、山村振興法により指定された市町村である。  

※ 過疎地域は、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法に規定する「過疎地域」市町村である。 

  なお、過疎地域自立促進特別措置法（旧法）の規定に基づく過疎地域は「特定市町村」とされる。 

※ 半島地域は、半島振興法により指定された市町村である。 

※ 特別豪雪地帯は、豪雪地帯対策特別措置法により指定された市町村である。 
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２ 森林・林業行政 
 

本県の森林は、先人達の努力によって戦後に造林された人工林を中心に本格的な利用

期を迎えており、近年、本県に木材の大口需要工場が立地し、木材の生産量も増加傾向

にあります。 

しかし、林業の採算性が低下している中、再造林率が低調で推移しているほか、松く

い虫やナラ枯れ被害の継続的な発生や、人口減少と高齢化の進行から林業就業者が減少

するなど多くの課題を抱えています。 

このため、森林の有する多面的機能を最大限に発揮させつつ、県内の豊富な森林資源

を循環利用していくため、①森林の持つ多面的機能の発揮、②林業の持続的かつ健全な

発展、③県産材の安定供給と利用の確保、④山村地域の活性化に向けた施策を推進して

いるところです。 

 

１ 森林の持つ多面的機能の発揮 

（１）再造林や間伐等森林整備の推進 

（２）優良種苗の安定供給 

（３）森林の保全 

（４）社会全体での森づくり 

（５）県民環境林の経営方針に基づく適切な管理・経営 

 

２ 林業の持続的かつ健全な発展 

（１）林業生産性の向上 

（２）林業労働力の育成・確保 

（３）森林組合の経営基盤強化 

 

３ 県産材の安定供給と利用の確保 

（１）木材製品の生産振興 

（２）木づかい運動や木育の推進と住宅への利用促進 

（３）公共建築物等への利用促進 

（４）木質バイオマスのエネルギー利用促進  

 

４ 山村地域の活性化 

（１）特用林産物の生産振興 

（２）森林資源を活用した山村の振興 
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（１）林業行政機構

三 八地 域 県 民局
地 域農 林 水 産部

森林環境グループ

森林整備グループ

治 山 ・ 林 道
グ ル ー プ

下 北地 域 県 民局
地 域農 林 水 産部

林 業 振 興 課

西 北地 域 県 民局
地 域農 林 水 産部

林 業 振 興 課

林 業 振 興 課

林 業 振 興 課

上 北地 域 県 民局
地 域農 林 水 産部

林 業 振 興 課

林産振興グループ

林 業 振 興 課

林 業団 体 指 導・
管 理 グ ル ー プ

総 務 グ ル ー プ

企 画 グ ル ー プ

中 南地 域 県 民局
地 域農 林 水 産部

農 林 水 産 部 団 体 経 営 改 善課

東 青地 域 県 民局
地 域農 林 水 産部

林 政 課

地 域 県 民 局

森林計画グループ
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組織、定数、人事、服務、研修

予算、決算

議会、常任委員会

監査、陳情・請願等

財産及び物品の管理等

叙勲、褒章

森林・林業行政の総合企画及び調整

青森県森林・林業基本方針

森林審議会

林業労働力対策

環境緑化対策・企業の森づくりの推進

地域森林計画の立案

市町村森林整備計画の作成・実行の指導

森林経営管理制度の推進

森林整備地域活動支援事業の推進

森林クラウドシステム運用・管理等

林地開発行為の許可及び指導

林業技術等の普及・後継者の育成

県有林・県行防災林等の管理・育成

県民環境林の管理・経営

保安林の管理

保安林の指定・解除

Ｊ－クレジット制度の普及

造林及び間伐の推進

森林病害虫等の防除

林業用種苗対策

山火事防止対策

森林組合系統への資金の貸付

森林災害の復旧対策

山地治山事業及び地すべり防止事業の計画・指導

防災林及び水源地域等保安林整備事業の計画・指導

林道の開設・改良・舗装事業

林道整備計画の樹立及び実施指導

治山施設及び林道施設の復旧対策

山地災害危険地区の調査

県産材の利用促進及び生産・流通・販売対策

公共建築物等における木材利用の推進

木質バイオマスの有効利用及び普及の推進

林業・木材産業構造改革対策

特用林産物の生産及び流通対策

治山・林道
グループ

森林環境
グループ

林産振興
グループ

（２）林政課組織及び事務分担

課  長 課長代理

森林整備
グループ

総  務
グループ

森林計画
グループ

企  画
グループ
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（３）主要事業の概要

（ア）林政課
（単位：千円）

事 業 名
新 規
継 続
の 別

予 算 額

継 続 41,653

（国補・県単）

１ 事業内容

(1)林業労働力確保支援センター事業費

(2)基金積立金　（青森県森林整備担い手対策基金の

　　　　　　　 運用により生じる利息を積立）

２ 補助金交付先　林業労働力確保支援センター

　　　　　　　（公益社団法人青森県林業会議）

３ 補　 助　 率　10/10

４ 事業実施期間 平成13年度～令和５年度

継 続 37,149

（県単）

１ 事業内容

(1)就業希望者を対象とした１年間の研修の実施

(2)研修生の募集

(3)運営協議会の開催

２ 事業実施期間 令和３年度～

継 続 14,200

（国補） １ 事業内容

研修生に対する給付金の支給

給付額：年間142万円／人

２ 補助金交付先　林業労働力確保支援センター

　　　　　　　（公益社団法人青森県林業会議）

３ 補　 助　 率　10/10

４ 事業実施期間 令和３年度～

継 続 97,489

（国補）

１ 事業内容

航空レーザ計測による森林資源解析の実施

既存の航空レーザ測量成果を活用した資源解析の実施

２ 事業実施期間 令和４年度～５年度

森林資源デジタル管理推
進対策事業費

　航空レーザ計測の実施及び既存の航空レーザ測量の成
果に基づく微地形図、林相区分図等の作成や森林資源情
報を解析するのに要する経費

事 業 の 概 要

　林業労働力確保支援センターが行う新規就業者の確保
や労働環境の改善、労働災害の防止、担い手の育成等の
林業労働力対策事業を支援するのに要する経費

青い森林業アカデミー運
営事業費

未来の林業を担う多様な人材が安心して就業できるよ
う、林業の基礎的な知識や技術の習得を支援し、地域林
業の中核となる人材を育成する「青い森林業アカデ
ミー」を運営するのに要する経費

緑の青年就業準備給付金
交付事業費

　「青い森林業アカデミー」の研修生が安心して研修に
専念できるよう、給付金を支給するのに要する経費

森林整備担い手確保支援
対策事業費
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事 業 名
新 規
継 続
の 別

予 算 額 事 業 の 概 要

継 続 5,000

（県単）

１ 事業内容

システムの一部改修

２ 事業実施期間 令和４年度～５年度

新 規 4,908

（県単）

１

(1)デジタル林業戦略拠点の構築

(2)モデル地区の選定及び各種技術の実証・普及

(3)スマート林業人財の育成

２ 事業実施期間 令和５年度～７年度

継 続 878

（国補） １

２ 交付先　市町村

３ 補助率　定額、1/2

４ 事業実施期間 平成19年度～令和５年度

継 続 14,591

（県単）

１ 事業内容

(1)森林経営管理制度の運用支援

(2)制度推進に向けた課題検討

(3)地域連携による制度推進

(4)市町村担当者向け研修会の実施

２ 事業実施期間 令和元年度～５年度

継 続 675

（県単）

１

２ 事業実施期間 令和２年度～６年度

スマート林業現場実装推
進事業費

森林クラウドシステム構
築事業費

　県、市町村、林業事業体等が個々に管理・保有してい
る森林情報を、インターネットを介して林業事業体等と
相互に共有・利用ができる「森林クラウドシステム」の
改修に要する経費

県・市町村・林業事業体等が一丸となって取り組む
「デジタル林業戦略拠点」を構築し、先端技術を現場レ
ベルで実証するほか、指導的立場となる人財の育成を行
うのに要する経費

事業内容

森林整備地域活動支援事
業費

　森林所有者等が行う森林施業の提案・集約化に必要な
地域活動を支援するのに要する経費

事業内容

(1)地域活動に対する交付金の交付

　森林経営計画作成

　森林境界の明確化

　森林所有者探索

　森林経営計画・施業集約化の条件整備

(2)市町村が行う推進事務に要する経費の交付

森林経営管理制度推進事
業費

　森林経営管理制度を推進するため、制度の運用主体と
なる市町村への技術的支援や課題検討を行うのに要する
経費

企業による青い森づくり
サポート事業費

　企業の要望に応じた多様な森づくり活動の企画・提案
や、森づくり活動を行う企業に対して技術指導等を行う
のに要する経費

事業内容

(1)企業への企画提案と提案ツールの整備

(2)技術指導、候補地調査等の実施
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事 業 名
新 規
継 続
の 別

予 算 額 事 業 の 概 要

継 続 1,280

（国補・県単） １

２ 交付先　青森県里山再生協議会

３ 補助率　定額（国75％、県12.5％、市町村12.5％）

４ 事業実施期間 平成29年度～令和５年度

継 続 348,050

（国補）

１ 事業内容

２ 補助金交付先　市町村、民間法人等

３ 補　 助　 率　1/2、1/3以内等

４ 事業実施期間 平成26年度～令和５年度

継 続 2,672

（国補）

１ 事業内容

２ 事業実施期間 平成27年度～令和５年度

継 続 16,052

（国補）

１ 事業内容

２ 事業実施期間 令和４年度～６年度

継 続 6,966

（県単）

１ 事業内容

２ 事業実施期間 平成26年度～令和５年度

地域活動に対する交付金の交付

林業・木材産業等振興施
設整備事業費

　林業・木材産業の健全な発展と木材利用の推進を図る
ため、林業・木材産業等振興施設の整備等の支援に要す
る経費

(1)高性能林業機械等の整備

(2)木材加工流通施設等の整備

(3)特用林産物振興施設等整備

(4)木造公共建築物等の整備

森林・山村多面的機能発
揮対策交付金

　地域住民や森林所有者等が協力して実施する里山林の
保全などの取組を支援するのに要する経費

事業内容

青森県産材地産地消推進
事業費

　県内消費者の県産材の地産地消に対する意識を高める
ため､ＳＮＳ等による情報発信､｢県産材地産地消情報誌｣
による普及啓発等に要する経費

(1)広報媒体を活用した県産材の情報発信

(2)県産材地産地消情報誌の作成

(3)対面・非接触での県産材及び県産材住宅のＰＲ

(4)木質ペレットの普及啓発活動の強化

林業・木材産業グリーン
成長推進事業費

　県産材の利用促進を図るため、県が整備する森林クラ
ウドを活用した原木需給のマッチングを進めるほか、民
間商業施設等での県産材利用の促進をするのに要する経
費

(1)需給情報のマッチング

(2)林業・製材事業者の経営サポート

(3)民間商業施設における普及活動

(4)住宅等における普及活動

あおもり産野生きのこ安
全性実証事業費

　国から出荷制限が指示されている野生きのこ類につい
て、出荷制限解除に向けてのサンプリング調査や安全性
の検証に要する経費

(1)野生きのこサンプリング活動支援

(2)野生きのこ安全性検証

(3)出荷制限解除に向けた国との協議
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事 業 名
新 規
継 続
の 別

予 算 額 事 業 の 概 要

青森きくらげ普及事業費 継 続 1,904

（県単）

１ 事業内容

２ 事業実施期間 令和元年度～６年度

継 続 18,931

（国補・県単）

１

２

３ 事業実施期間 平成７年度～令和５年度

継 続 79,610

（国補・県単）

１

(3)セスナ機やドローンによる上空からの監視対策

(5)マツノマダラカミキリ生息調査

(6)被害対策検討会及び住民説明会の実施

２ 事業実施期間 令和４年度～

継 続 14,232

（国補）

１

(1)カシノナガキクイムシ生息調査

(2)ナラ枯れ被害対策検討会の開催

(3)地上目視調査

(4)おとり丸太法

２ 事業実施期間 平成23年度～令和５年度

(1)デジタル航空写真撮影による異常木探査

松くい虫被害予防総合対
策事業費

　深浦町内で松くい虫被害が確認されたことを契機に、
県内における被害拡大防止・予防を徹底するため、被害
発生地周辺における被害拡大防止対策の実施及び被害の
発生源となる枯損木等の把握・除去に向けた監視体制を
強化するのに要する経費

松くい虫被害先端周辺地域予防対策事業費

(2)繁殖・感染源の除去

(3)松くい虫防除監視員の設置

(4)マツノマダラカミキリ生息調査

　青森きくらげの品質向上及び生産者の育成、高品質品
の生産技術及び通年栽培の確立を行うのに要する経費

(1)生産・出荷講習会の開催及び個別現場指導の実施

(2)栽培施設のモニタリング調査

松くい虫被害防止対策強化事業費

(1)松くい虫被害対策検討会、岩手県側からの
　 被害侵入防止対策検討会の開催

(2)松くい虫等被害対策協議会の開催

松くい虫被害緊急対策事
業費

　松くい虫被害が発生している深浦町と南部町周辺に潜
在しているおそれがある被害木等を徹底駆除するため、
上空探査や伐倒・くん蒸処理等を実施するのに要する経
費

事業内容

(1)ヤニ打ち調査及び異常木等の伐倒・くん蒸処理等

(2)特別巡視員による地上目視

(4)防除技術者の育成

ナラ枯れ被害防止対策事
業費

ナラ枯れ被害の拡大を防止するための調査やおとり丸
太法による駆除など、各種被害防止対策を実施するのに
要する経費

事業内容
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事 業 名
新 規
継 続
の 別

予 算 額 事 業 の 概 要

継 続 32,000

（国補）

１

伐倒・立木くん蒸処理

２ 事業実施期間 令和３年度～

継 続 3,014

（県単）

１ 事業内容

２ 事業実施期間 令和３年度～５年度

新 規 175,195

（県単）

１ 事業内容

２ 事業実施期間 令和５年度～10年度

継 続 24,229

（国補）

１ 事業内容

高性能林業機械等の整備

２ 補助金交付先　森林組合

３ 補　 助　 率　1/3

４ 事業実施期間 令和３年度～７年度

継 続 78,250

（国補）

１ 事業内容

２ 補助金交付先　市町村、森林組合

３ 補　 助　 率　定額、1/2

４ 事業実施期間 令和３年度～７年度

(1)持続可能な林業経営に向けた再造林推進事業費補助

　 補助金交付先　　林業事業体

　 補　 助　 率　　定額

(2)県推進事業

間伐等森林整備促進対策
事業費

　林業の成長産業化を図り、国産材の利用拡大を通じて
林業・木材産業を再生するため、高性能林業機械等の整
備を支援するのに要する経費

ナラ枯れ被害緊急対策事
業費

ナラ枯れ被害の拡大を防止するため、「青森県ナラ枯
れ被害対策基本方針」に基づく徹底した駆除対策を実施
するのに要する経費

事業内容

林地保全型伐採・再造林
推進事業費

　伐採作業における林地保全対策や再造林を推進するた
めのガイドラインや森林経営プランを普及するのに要す
る経費

(1)県及び県民局単位での再造林推進体制の整備

(2)林業事業体向け「ガイドライン」の普及

(3)森林所有者向け「森林経営プラン」の普及

持続可能な林業経営に向
けた再造林推進事業費

　意欲ある林業事業体の持続的な林業経営を後押しする
とともに、森林の持つ公益的機能を高度に発揮させるた
め、森林の集約化や低コスト再造林の取組に対して支援
等を行うのに要する経費

次世代木材生産・供給シ
ステム構築事業費

　林業の成長産業化を図り、国産材の利用拡大を通じて
林業・木材産業を再生するため、間伐や路網整備、路網
の機能強化を支援するのに要する経費

(1)間伐

(2)林業専用道（規格相当）、森林作業道開設

(3)路網の機能強化
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事 業 名
新 規
継 続
の 別

予 算 額 事 業 の 概 要

継 続 2,153

（県単）

１

カラマツ採種園の育成・管理

２ 事業実施期間 令和元年度～６年度

継 続 172,373

（県単）

１

(1)公募型プロポーザル方式による管理委託経費

(2)県民環境林の管理・経営に要する事務費

(3)契約者に対する分収交付金

２ 事業実施期間 令和５年度～９年度

一般造林事業費 継 続 964,993

（公共）

１

２ 補助金交付先　市町村、森林組合、森林所有者等

３ 補　 助　 率　4/10

４ 事業実施期間 昭和22年度～

治山事業費 継 続 1,100,191

（公共）

１

２ 事業実施期間 昭和21年度～

林道事業費 継 続 274,376

（公共）

１

２ 事業実施主体 県、市町村

３ 事業実施期間 昭和21年度～

事業内容

山地治山総合対策、流域保全総合治山、予防治山、
防災林造成等

　民有林の生産基盤整備として森林経営の合理化を図る
ための林道の開設等に要する経費

事業内容

林道開設５路線等

　山地災害及び地すべり災害等を復旧整備し、災害に強
い豊かで安全な県土の保全に要する経費

再造林推進種苗生産管理
事業費

　本県の再造林を推進し、需要の多いカラマツ苗木の生
産を促進するために整備したカラマツ採種園において、
植栽した採種木の着実な育成を促すのに要する経費

事業内容

県民環境林管理・経営事
業費

　平成２５年４月に社団法人青い森農林振興公社から県
に移管された分収林の整備等の業務委託、委託業務の執
行管理及び間伐木等の売り払いに伴う分収交付金を契約
者に交付するのに要する経費

事業内容

　森林の持つ木材生産及び公益的機能の増進を図るため
の造林・保育等を支援するのに要する経費

事業内容

造林 400ha、樹下植栽 10ha、
保育等 2,800ha、森林作業道 15,000m
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事 業 名
新 規
継 続
の 別

予 算 額 事 業 の 概 要

継 続 2,739

（県単）

１ 事業内容

　企業や個人による森林整備の体験とサポーター養成

【中南地域県民局】 ２ 事業実施期間 令和３年度～５年度

継 続 1,575

（県単）

1 事業内容

(1)りんご園等での実証林の整備及び研修会

　 の実施

(2)うるし林の保育・更新技術の確立と普及

(3)経営モデルの検証やブランド化に向けた

　 取組の検討

【中南地域県民局】 ２ 事業実施期間 令和４年度～６年度

継 続 7,652

（県単）

１

(1)空中写真解析システム構築

(2)アカマツ林整備モデルの普及

【三八地域県民局】 ２ 事業実施期間 令和３年度～５年度

新 規 4,385

（県単）

１

(1)早生樹を活用した樹種転換の推進

(2)被害対策における労働負担の軽減

【西北地域県民局】 ２ 事業実施期間 令和５年度～６年度

事業内容

津軽西海岸の自然を守り
育む松くい虫被害対策強
化事業費

　松くい虫被害対策を強化するため、早生樹を活用した
樹種転換を推進するとともに、被害対策作業へのアシス
トスーツ等の導入に向けた検証に要する経費

事業内容

森林を活かした中南地域
山村振興事業費

　山村地域の活性化を支援するため、地域づくりの担い
手となることが期待される人材確保に向けた森林整備体
験活動や「森林サービス産業」の創出に向けた調査・検
討を行うのに要する経費

(1)森林を理解する「ひと」づくり

　山村地域活性化協議会の運営

　先進地事例調査

(2)森林空間を活用した「しごと」づくり

　観光や健康分野等での森林活用に向けた需要調査

「ＴＳＵＧＡＲＵうる
し」造成拡大推進事業費

　うるし林造成拡大に向けたりんご園等でのモデル林の
設定や、うるし林の保育・更新技術の確立・普及、うる
し資源の持続可能な利用のため「ＴＳＵＧＡＲＵうる
し」のブランド化に向けた取組を検討するのに要する経
費

三八地域松くい虫被害総
合対策モデル構築事業費

　アカマツ枯死木等の早期発見と、継続的に被害を予防
しながらブランド材として活用できる好循環を実現する
三八地域モデルを構築するのに要する経費
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事 業 名
新 規
継 続
の 別

予 算 額 事 業 の 概 要

継 続 3,224

（県単）

１ 事業内容

【上北地域県民局】 ２ 事業実施期間 令和４年度～５年度

上北の森から木造公共建
築物普及推進事業費

地域で生産された原木を、地域の工場で加工し、公共
建築物等で利用する「木材の地産地消」に向け、市町
村、建築士、製品供給者等による連絡体制を構築するほ
か、木材について深い知識を有し、木造化を推進するア
ドバイザーを養成するのに要する経費

(2)上北地域木造化推進アドバイザーの養成

(3)公共建築物の木造化への普及

(1)需給連絡体制の構築
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(イ）団体経営改善課

（単位：千円）

事 業 名
新 規
継 続
の 別

予 算 額

継 続 585

【森林組合指導費】 １ 事業内容

（県単）

２ 対象者

継 続 356

１

（県単）

２ 交付先 青森県森林組合連合会

３ 補助率 1/2

４ 事業実施期間 令和４年度～６年度

継 続 50,000

１ 事業内容

(1)対象者

(2)貸付限度額

(3)償還期間 10年以内

継 続 303,000

１ 事業内容

(1)預託原資

(2)借入償還金

事 業 の 概 要

森林組合経営基盤強化推
進事業費

　森林組合等の経営基盤強化、施業集約化実施体制及び巡
回指導等に要する経費

　森林組合等巡回指導、施業集約化の実施体制指導、
森林施業プランナーの育成、常例検査改善状況確認

 森林組合、生産森林組合等

森林組合経営基盤強化推
進事業費

　森林組合の組織力強化のため、幹部・中堅職員を対象と
した人材・組織マネジメント等のスキル習得に係る研修等
実施の支援に要する経費

【森林組合業務執行体制
　強化事業費】

事業内容

(1)マネジメント基本研修の実施

(2)組織改革ワークショップの開催

林業・木材産業改善資金
貸付金

　国・県で資金を造成し、林業・木材産業関係者に設備投
資資金を無利子で貸付する経費

林業従事者、木材産業に属する事業を
営む者、森林組合等、林業を行う法人

個人1,500万円、会社3,000万円、森林
組合等団体5,000万円、木材産業１億円

木材産業等高度化推進資
金運営費

　合理化計画等の認定を受けた木材産業事業者等に運転資
金を低利で貸し付ける木材産業等高度化推進資金の運営に
要する経費

木材産業等高度化推進資金の預託原資
として、独立行政法人農林漁業信用基
金からの借入金及び同額の県費を指定
金融機関に供給

木材産業等高度化推進資金の預託原資
の一部として独立行政法人農林漁業信
用基金から借入れた資金を償還
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（単位：千円）

事 業 名
新 規
継 続
の 別

予 算 額 事 業 の 概 要

継 続 95

１ 事業内容

継 続 80

１ 事業内容

継 続 304

１ 事業内容

　市町村等が日本政策金融公庫資金を借入れる際の融資事
務の円滑化を計るために地方公共団体金融機構から委嘱さ
れている事務に要する経費

　公有林整備資金借入申込書・事業完成報告書の記載
方法等借入手続きに係る周知・指導、制度内容の周知

森林保険普及事業費 　森林研究・整備機構森林保険センターの委嘱を受け、森
林保険の広報活動及び広報活動と一体的に行う森林災害予
防活動の実施に要する経費

(1)森林保険の広報活動
　 普及啓発用物品をイベント等で森林所有者に配付
(2)森林災害予防活動
　 山火事防止広報用物品を作成、庁舎等に掲示

日本政策金融公庫資金調
査費

　林業・木材産業事業者等が日本政策金融公庫資金を借入
れる際の融資事務の円滑化を図るために日本政策金融公庫
から委嘱されている事務に要する経費

　公有林整備資金等の需要額調査、工事竣工認定調査
等の実施

地方公共団体金融機構資
金調査費
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（４）林業予算

　令和5年度の林業関係の一般会計当初予算は、4,999百万円で、県全体の一般会計当初予算

総額738,400百万円の0.7％、農林水産部予算総額47,205百万円の10.6％を占めています。

　ア　令和５年度当初予算の状況

　　（ア）　一般会計
（単位　千円）

 項・目

細 目 国 庫 そ の 他

5. 林業費 4,480,590 5,366,250 4,897,944 2,071,008 1,672,608

 1. 林業総務費 981,375 926,511 1,001,009 125,153 357,173

1. 職員費 485,115 434,132 446,687 4,128

 1．人件費（林業普及指導員）

 2. 人件費（林政課）

 3. 人件費（団体経営改善課）

2. 林政諸費 4,257 4,257 4,257

 1. 森林審議会　　　　　　　　　　　　　　　　　

 2. 運営管理費

3. 林業普及指導費 6,737 6,731 6,733 2,872 696

 1. 普及指導活動費　　　　　　　　　　　　　　　　　　   

 2. 普及指導費

  (1) 林業普及指導員資格取得支援事業費

 3. 林業後継者活動支援事業費

 4. 学習展示館管理運営費

4. 林業労働力対策 91,728 89,423 93,287 14,630 41,508

   費  1. 青森県森林整備担い手対策推進事業費                 

 2. 森林整備担い手確保支援対策事業費　　　　　　　  

  (1) 林業労働力確保支援センター事業費補助　　　

  (2) 森林整備担い手対策基金積立金　　　

 3. 青い森林業アカデミー運営事業費

 4. 緑の青年就業準備給付金交付事業費　　　  

5. 森林組合育成指 295,000 295,000 295,000 314,387

   導費  1. 森林組合系統活性化事業貸付金                   

6. 森林計画樹立費 76,808 76,808 134,722 103,373

 1. 森林計画樹立事業費　　　　　　　　　　　　　　　

  (1) 森林測量費     

  (2) 森林調査・計画策定費               

  (3) 森林資源デジタル管理推進対策事業費

  (4) 森林クラウドシステム構築事業費

  (5) スマート林業現場実装推進事業費

7. 市町村森林整備 16,735 15,880 15,469 582

   対策費  1. 森林整備地域活動支援事業費                     

  (1) 森林整備地域活動支援交付金基金積立金     

  (2) 森林整備地域活動支援交付金               

 2. 森林経営管理制度推進事業費

8. 環境緑化対策事 4,995 4,280 4,854 150

   業費  1. 緑化木生産事業費　　　　　　　　　　　　

 2. 企業による青い森づくりサポート事業費

 3. 森林・山村多面的機能発揮対策交付金

 4. 森林を活かした中南地域山村振興事業費

136,641 34,933 348,050 348,050

4 年 度
当初予算額

4 年 度
最終予算額

5 年 度
当初予算額

左 の 財 源

一　般

1,154,328

498

3,759

3,165

518,683

442,559

89,806

348,393

8,488

134,722

11,770

5,000

14,887

675

1,280

877

4,908

4,704

160

37,149

14,591

4,257

5,785

252

252

31,349

878

1

14,200

2,739

15,555

97,489

431

265

37,149

285

41,653

29,362

12,291

△ 19,387

295,000

 2. 林業構造改善対策費
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（単位　千円）

 項・目

細 目 国 庫 そ の 他

  1. 林業構造改善事 136,641 34,933 348,050 348,050

   業費  1. 林業・木材産業等振興施設整備事業費

 3. 林業振興指導費 317,899 311,743 338,811 8,564 303,304

    1. 林産物振興対策費 3,860 3,561 3,455 935

 1. 地域木材産業活性化推進事業費　　　　　　　

 2. 青森県産材地産地消推進事業費

2. 林業振興対策費 18,380 14,187 19,853 7,629

 1. 林業振興対策費　　　　　　　　　　　　　　　

 2. 林業・木材産業グリーン成長推進事業費

 3. 上北の森から木造公共建築物普及推進事業費

3. 林業経営指導費 285,386 284,833 304,907 303,304

 1. 森林組合検査指導費

 2. 農林漁業信用基金取扱費

 3. 木材産業等高度化推進資金運営費

  (1) 預託原資

  (2) 農林漁業信用基金借入償還金

 4. 日本政策金融公庫資金調査費

 5. 地方公共団体金融機構資金調査費

 6. 森林組合経営基盤強化推進事業費

  (1) 森林組合指導費

  (2) 森林組合業務執行体制強化事業費

4. 特用林産物振興 10,273 9,162 10,596

   対策費  1. 特用林産振興強化対策事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　

 2. あおもり産野生きのこ安全性実証事業費

 3. 「ＴＳＵＧＡＲＵうるし」造成拡大推進事業費

 4. 青森きくらげ普及事業費

 4. 森林環境保全費 161,931 161,915 160,512 62,268 304      

　  1. 森林病害虫防除 159,233 159,220 157,712 61,615

   費  1. 法定森林病害虫防除事業費　　　　　　　　　

  (1) 森林病害虫等発生調査費                     

  (2) 森林病害虫等防除活動支援体制整備促進事業費  

  (3) 森林病害虫等防除活動支援体制整備促進事業費補助

 2. 松くい虫被害予防総合対策事業費

 3. 松くい虫被害緊急対策事業費

 4. ナラ枯れ被害防止対策事業費

 5. ナラ枯れ被害緊急対策事業費

 6. 三八地域松くい虫被害総合対策モデル構築事業費

 7. 津軽西海岸の自然を守り育む松くい虫被害対策強化事業費 4,385

2. 山火事予防対策 842 842 842

 　推進事業費  1. 山火事予防対策推進事業費　　　　

3. 林地開発許可調 1,656 1,656 1,654 653

   査費  1. 林地開発許可制度実施費　　                  

 2. 森林保全管理推進事業費　                 

4. 森林保険普及事 200 197 304 304

 　業費  1. 森林保険普及事業費

 5. 造林費 1,065,290 1,434,677 1,248,012 795,901 122,639

1. 一般造林事業費 964,994 1,279,429 964,993 693,422

 1. 一般造林費　　　　　　　　　　　　　　　

  (1) 森林環境保全整備事業費補助　　　　　　　　　　　

  (2) 事務費　　　　　　　　　　　　　　

2. 県単造林事業費 3,798 3,798 178,342 122,636

 1. 森林整備合理化促進助成事業費　　　　　　

585

356

2,520

348,050

26,943

2,672

783

202,000

101,000

95

80

12,224

577

1,603

662

3,224

16,052

4 年 度
当初予算額

4 年 度
最終予算額

5 年 度
当初予算額

左 の 財 源

一　般

129

303,000

304

14,232

97,940

96,097

902

59

200

18,931

1,001

348

1,306

67,324

55,706

842

643

941

10,596

151

329,472

271,571

79,610

133

32,000

7,652

1,904

6,966

1,575

964,993

897,669

842
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（単位　千円）

 項・目

細 目 国 庫 そ の 他

 2. 林地保全型伐採・再造林推進事業費

 3. 持続可能な林業経営に向けた再造林推進事業費

3. 間伐促進費 91,852 146,804 102,479 102,479

 1. 間伐等森林整備促進対策事業費

 2. 次世代木材生産・供給システム構築事業費

4. 優良種苗確保事 4,646 4,646 2,198 3

   業費  1. 林業種苗調査費　　　　　　　　　　　　　

 2. 再造林推進種苗生産管理事業費　　　

 6. 県営林費 265,545 133,481 226,764 16,857 157,288

1. 県営林費 53,308 39,051 52,681 16,857 36,348

 1. 県営林整備事業費

 2. 事務費

 3. 県営林管理費

2. 防災林管理費 1,881 1,881 1,710

 1. 国有地賃借  　　　　　　　　　　　　　　　

3. 県民環境林費 210,356 92,549 172,373 120,940

 1. 県民環境林管理・経営事業費

  (1) 管理・経営委託費

  (2) 管理事務費

  (3) 分収金

 7. 治山費 1,276,941 1,873,212 1,278,338 558,403 630,000

1. 治山事業費 1,098,794 1,518,459 1,100,191 512,487 509,000

 1. 工事費

  (1) 山地治山総合対策

  (2) 予防治山等

  (3) 防災林造成等

 2. 事務費    　　　　　　　　　　　　　　　　

2. 治山施設災害関 77,700 145,279 77,700 45,916 28,000

   連事業費  1. 林地荒廃防止施設災害関連事業費　　　　　　　　　

  (1) 工事費　　　　　　　　　　　　　　　　

  (2) 事務費　　　　　　　　　　　　　　　　

 2. 災害関連緊急治山事業費　　

  (1) 工事費　　　　　　　　　　　　　　　　

  (2) 事務費　　　　　　　　　　　　　　　　

3. 治山防災対策管 7,447 6,474 7,447

   理事業費  1. 治山施設管理事業費　　　　　　　　　　　

 2. 山地災害危険地調査事業費

4. 県単治山災害防 93,000 203,000 93,000 93,000

   止事業費  1. 小規模治山事業費　　　　　　　　　　　　    

 2. 自然災害防止事業費　　　　　　　　　　　  

 8. 林道費 269,767 483,253 284,933 148,269 101,900

1. 林道事業費 256,964 470,450 274,376 148,269 101,900

 1. 県営林道事業費

 2. 市町村営等林道事業費　　　　　　　　　　

  (1) 林道改良事業費補助

  (2) 林道点検診断・保全整備費補助

 3. 事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2. 県単林道事業費 5,698 5,698 5,698

 1. 県単林道事業費　　　　　　　　　　　　　

1,024

8,604

1,710

1,710

51,433

213,505

1,047,801

563,761

339,040

145,000

56,175

53,500

2,675

7,447

6,016

1,431

8,300

21,525

20,500

1,025

2,195

45

52,619

△ 524

78,250

38,400

34,764

24,207

77,000

43,053

1,431

7,530

89,935

78,704

14,171

5,698

5,698

52,390

3,784

46,700

16,000

4 年 度
当初予算額

4 年 度
最終予算額

5 年 度
当初予算額

左 の 財 源

一　般

175,195

172,373

163,412

3,014

2,153

24,229
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（単位　千円）

 項・目

細 目 国 庫 そ の 他

3. 緑資源特定森林 7,105 7,105 4,859

   圏調査費  1. 緑資源幹線林道整備事業負担金　　　　　　　　

 9. 保安林費 5,201 6,525 11,515 7,543          

1. 保安林整備管理 4,107 3,506 4,107 135

   事業費  1. 保安林整備管理費                          

 2. 保安林管理事業費                             

  (1) 保安林損失補償費

  (2) 保安林一般管理事業費

2. 保安林整備受託 1,094 3,019 7,408 7,408

   事業費  1. 保安林整備受託費　                      

 2. 保安林整備受託事業費　                      

147,754 388,246 101,162 64,825 30,000

21,189 89,645 2,702

1. 県費単独林道災 2,702 2,702 2,702

 　害復旧事業費  1. 林道災害復旧事業費

126,565 298,601 98,460 64,825 30,000

    1. 林道施設災害復 26,498 262,031 8,740 8,437

   旧事業費  1. 林道施設災害復旧事業費　　　　　　　　

  (1) 事業費補助

  (2) 監督事務費

2. 林地荒廃防止施 97,871 29,990 87,524 56,388 30,000

   設災害復旧事業  1. 林地荒廃防止施設災害復旧事業費　　　　　　　　　　　　　

 　費   (1) 工事費

  (2) 事務費

3. 県費単独林業災 2,196 6,580 2,196

   害復旧事業費  1. 林道施設災害事業費                         

 2. 治山施設災害事業費    　　　　　 　　　　　

4,628,344 5,754,496 4,999,106 2,135,833 1,702,608

5　年　度
当初予算額

比　率

7,408 0.2

2,451,337 49.0

96,264 1.9

111,467 2.2

4,898 0.1

2,327,732 46.6

※　公共事業以外の国庫補助を伴う事業費は、その他の経費に含む

1,241

955

2,196

4 年 度
当初予算額

4 年 度
最終予算額

5 年 度
当初予算額 一　般

 2. 現年発生林業災害復旧費 3,635

303

6,470

938

1. 農林水産施設災害復旧費 6,337

 1. 過年発生林業災害復旧費 2,702

　　　一般県費単独事業費

　　　災害県費単独事業費

　　　その他の経費

林業関係予算歳出合計 1,160,665

経
費
別
内
訳

経　費　区　分

　　　国庫委託金

　　　一般公共事業費

　　　災害公共事業費

666

84,541

2,983

1,136

87,524

3,972

270

3,837

1,923

1,914

2,702

2,702

8,740

8,074

4,859

3,972

4,859

左 の 財 源
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　　（イ）　特別会計（林業・木材産業改善資金特別会計）

　　　ａ　歳入予算

款・項・目

細　目

50,000 200,790 50,000

46,599 198,789 41,999

46,599 198,789 41,999

1.前年度繰越金 46,599 198,789 41,999 41,999

3,401 2,001 8,001

1.現年度収入 3,400 2,000 8,000 8,000

1 1 1

1.雑入 1 1 1 1

2.業務勘定 1,776 1,776 1,846

0 0 0

0 0 0

1.事務費 0 0 0 0

1,773 1,773 1,843

1,773 1,773 1,843

1.前年度繰越金 1,773 1,773 1,843 1,843

3 3 3

1 1 1

1.県預金利子 1 1 1 1

1 1 1

1.違約金及び延滞利息 1 1 1 1

1 1 1

1.過年度収入 1 1 1 1

51,776 202,566 51,846

　　　ｂ　歳出予算

款・項・目

細　目 国庫 その他 一般

50,000 200,790 50,000 50,000

50,000 200,790 50,000 50,000

50,000 200,790 50,000 50,000

1.貸付金 50,000 200,790 50,000 50,000

1.林業・木材産業改善資金貸付金 50,000

0 0 0 0

0 0 0 0

1.国庫返還金 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1.繰出金 0 0 0 0

2.業務勘定 1,776 1,776 1,846 1,846

1,776 1,776 1,846 1,846

1,776 1,776 1,846 1,846

1.事務費 1,776 1,776 1,846 1,846

869

944

33

51,776 202,566 51,846 51,846

（単位：千円）

４ 年 度
当初予算額

４ 年 度
最終予算額

５ 年 度
当初予算額

左の内訳

1.貸付勘定

1.繰越金

1.前年度繰越金 前年度繰越金（歳計剰余金）

2.諸収入

1.林業・木材産業改善資金貸
付金収入

3,400 2,000 8,000
林業・木材産業改善資金貸付金
収入（約定償還分）

2.雑入 林業・木材産業改善資金貸付金

収入（過年度償還分）

1.繰入金

1.一般会計繰入金 一般会計繰入金

2.繰越金

1.前年度繰越金 前年度繰越金

3.諸収入

1.県預金利子 県預金利子

2.違約金及び延滞利息 違約金及び延滞利息

3.雑入 過年度収入

歳　入　合　計

（単位：千円）

４ 年 度
当初予算額

４ 年 度
最終予算額

５ 年 度
当初予算額

左の財源

1.貸付勘定

1.貸付金

1.林業・木材産業改善資金貸
付金

2.国庫返還金

1.国庫返還金

3.繰出金

1.一般会計繰出金

5.繰出金

歳　出　合　計

1.取扱事務費

1.取扱事務費

1.事務取扱委託料

2.管理指導事務費

3.運営協議会費

4.国庫返還金
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